
令和５年９月定例会　一般質問 その他（１）資料

№ 質問議員 質問要旨 答弁要旨

３．暑さ対策について
（１）学校
①真夏日，猛暑の中での 体
育の授業について

　「湿度」、日射・輻射など「周辺の熱環境」、「気温」の３つを取り入れた熱中症の危険度判断指標ＷＢＧＴ
に基づき、熱中症の未然防止に努めている。
　各校では、ＷＢＧＴの計測を行い、計測結果の掲示・校内放送で呼びかけ等で、教職員や児童生徒へ周
知を図っている。それを基に体育活動内容の見直しや休み時間等の活動変更を促している。
　ＷＢＧＴが３１を超える場合には、体育授業における運動は中止とし、保健分野の学習を行ったり、他教科
の学習への振り替えなどの対応を行っている。
　（指導課）

３．暑さ対策について
（１）学校
②体育館の冷房について

　市内全小・中・義務教育学校の普通教室，図書室や音楽室，パソコン室などの特別教室，職員室，保健
室については空調機が設置されているが，体育館及び武道場については，断熱性能が未確保で冷房効
率が悪いため，全ての施設で空調機は設置されていない。
　厳しい暑さの今夏の体育館や武道場で行う授業については，ＷＢＧＴを確認し，活動内容の見直しや運
動を中止し，こまめな休憩と水分補給，体調管理の徹底，大型の扇風機の使用，一部の学校では局所的
に冷やす冷風機の使用など様々な対策を講じている。
　しかし，今後も異常な暑さが続くことが予想されるため，国県の暑さ対策の動向に注視するとともに，体育
授業のあり方，環境整備の両面から検討していく。
（学校管理課）

４．校庭のくぎ事故について
（１）本市の対応について

　体育の時間に校庭に放置された釘で児童が裂傷を負う事故が発生したことから，校庭等の危険物の点
検・除去等の実施に関する文部科学省からの通知を受け，５月１８日に市内全小・中・義務教育学校に安
全点検の通知をした。
　各学校では，教職員や校務員が目視等により確認を行い，放置されたくぎやガラス片・尖った石などを除
去した。
　一方，校庭には，運動会，体育の授業等で整列の目印として使用中のくぎ等が埋められているが，限ら
れた時間で準備をするために必要なもので，撤去が難しいことから，ビニールテープ等を付けて設置場所
を記し，劣化した際には交換するなど，適切に管理しながら使用を継続していく。
　今後は，適切な目印設置のルール作りを行っていく。金属探知機の利用も含めた適切な点検方法を検
討し，保護者等の不安を払拭するため，点検及び対応状況についてホームページへの掲載を検討してい
く。
（保健給食課）

武藤猛議員
（一括項目方式）
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2 宇田貴子議員
（一括方式）

３．住民参加で透明性のある
新中央図書館建設を求める
（１）整備地決定に至るプロセ
スで住民からの意見集約は十
分であったか
（２）意思決定に住民参加を

（１）新中央図書館の整備地については，８月８日の庁議において，東石川第４公園敷地を図書館の整備
地に決定したところである。
　中央図書館は市内全域からの利用が想定され，利用しやすく，中央館にふさわしい機能を備えた施設整
備を行っていく必要があるため，基本計画策定時からアンケート調査，ワークショップ等を実施し，市民
ニーズの把握に努めてきた。
　６月下旬に地元の４自治会から要望書が提出されたことから，これまでの経緯も含めて説明し，意見交換
を行った。　今後も市民へのさらなる周知と理解が得られるよう努めていく。

（２）整備地の決定にあたり，様々な手段で意見を集約し，評価表に反映させるとともに，外部有識者の意
見も踏まえ，新中央図書館整備検討委員会において，総合的な観点から客観的に整備候補地の評価を
行ってきた。
　市議会文教福祉委員会や全員協議会において検討の経緯や評価の内容などについて，随時説明を行
い，ご意見を賜りながら進めてきたところである。
　今後も，様々な機会を捉え意見を伺いながら，幅広い世代に居心地よく利用していただける魅力的な新
中央図書館の建設を進めていく。
（中央図書館）

3 樋之口英嗣議員
（大項目方式）

１．食の安全保障について
（４）給食の地産地消について

　地産地消の取組みとして，農産物は，市学校給食会とＪＡ常陸との物資売買契約に基づき，地域の生産
者から優先的に地場産の農産物を購入することとしている。
　米飯は，公益財団法人茨城県学校給食会から購入し，使用する米は100％市内産のコシヒカリとなってい
る。
　水産物は，那珂湊漁業協同組合女性部に協力いただき，サンマやサバのつみれ汁，にこちゃんフライな
ど地場産の魚を取り入れた給食を実施している。
　各学校においては，その日の給食で県内産・市内産の食材が使用されている場合には，給食の時間に
校内放送で知らせるとともに，その食材に関連した本市の文化や特性を案内するなどの取組みを実施して
いる。
　学校給食において地産地消の取組をどのように推進すべきかについては，ＪＡ常陸のひたちなか地区学
校給食部会に所属する生産者との意見交換会を行うなど，関係者及び関係団体とともに検討していく。
（保健給食課）
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4 大久保清美議員
（一括方式）

１．不登校対策について
（１）校内フリースクールについ
て
（２）小規模特認校について

（１）現在は、全ての中学校と義務教育学校において、不登校傾向にある生徒が登校した際に、授業の
入っていない教員を時間毎に担当として割り当て、空き教室や相談室などで学習支援や教育相談等を
行っている。今後は、那珂湊中学校を中心に、校内フリースクールの在り方について検討していく。さらに、
校内フリースクールの設置に向けて、他市町村における情報を収集し、多様な学びの研究を行っていく。

（２）小規模特認校は、小規模校がその地域の特性を生かした特色ある教育を展開し、通学区域に関係な
く、市内のどこからでも就学できる学校である。
　小規模特認校の設置に当たっては、特別な教育活動の創出や環境の整備が必要であり、学校運営協議
会等における保護者や地域との十分な協議や就学の条件整備が必要になってくると考えている。
　「少人数特認校」と、不登校の状態にある児童生徒の実態に配慮した特別な教育課程を編成し文部科学
省が指定した学校「学びの多様化学校」いわゆる「不登校特例校」とでは設置の目的が異なると認識してい
る。今後、「学びの多様化学校」の研究を進めていきたいと考えている。
（指導課）

１．中央図書館建替えを端緒と
した勝田駅東口地区における
公共施設などの整備と再配置
と未来像について
（１）新中央図書館整備につい
て

（１）昭和４９年開館の中央図書館は，老朽化や収蔵能力の不足，エレベーターの未整備など，様々なニー
ズに応えられない状況であることなどから，平成２７年に図書館協議会から建て替えが必要であるとの答申
を受け，市は平成２８年に新中央図書館整備検討委員会を設置し，建替えについて総合的に調査・研究
を行い，検討を進め，アンケート調査や市民ワークショップなどを実施し，市民ニーズを把握するとともに，
調査・検討の結果を踏まえ，平成３１年３月に「新中央図書館整備基本計画」を策定した。
　コロナ禍における市の財政状況や社会情勢の急激な変化が生じたことや，市議会，公共施設・土地利用
に関する調査推進特別委員会の審議提言を踏まえ，蔵書数や施設規模など整備計画を見直すとともに，
整備候補地の評価においては外部有識者からの客観的な意見を取り入れ，また，コロナ禍においても市
民の意見を聞く場を設けるなどしてきた。
　整備地の決定に向けては，市民の意見の集約や外部有識者から意見をいただいた上で検討を行い，議
会にも説明を行いながら，進めてきた。
　９月定例会で補正予算を計上した理由については，中央図書館は老朽化が進み，バリアフリーへの対応
ができていない状況から，早急に建て替えを行う必要が生じており，今般，東石川第４公園敷地を整備地と
して決定したことから，来年度は，速やかに設計業務に着手できるよう整備地の測量業務委託に係る補正
予算を今回計上したものである。
　中央図書館は市内全域からの利用が想定され，利用しやすく，中央館にふさわしい機能を備えた施設整
備を行っていく必要があるため，基本計画策定時からアンケート調査，ワークショップ等を実施し，市民
ニーズの把握に努めてきた。
　整備地を決定するにあたっては，令和５年度施政方針において東石川第４公園を最適地とすることを表
明し，６月議会におきましても８月には整備地を決定することについて答弁した。６月下旬に地元の４自治
会から要望書が提出されたことから，これまでの経緯も含めて説明し，意見交換を行った。
　今後の事業の進め方等の説明については，議会での審議ののち，地元の意向も踏まえながら自治会連
合会と調整のうえ対応していく。
（中央図書館）

5 鈴木道生議員
（大項目方式）
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１．中央図書館建替えを端緒と
した勝田駅東口地区における
公共施設などの整備と再配置
と未来像について
（２）教育研究所について

　教育研究所は，東石川小学校の旧校舎を活用し，昭和６０年に開所した。
　現在は，教職員の指導力向上を図ることを目的とした「教職員研修」事業，教育上の諸問題について教
育相談員や臨床心理士が児童生徒及び保護者，教職員等の相談に当たる「教育相談」事業，不登校対
策として不登校児童生徒の心の居場所をつくり，社会的自立に向けた支援を行う教育支援センター「い
ちょう広場」の事業を実施している。
　複雑化，多様化する現在において，デジタル化の推進，様々な教育相談への対応，教育研究所の事業
の重要性はますます高くなっていると考えているが，建築後６３年が経過し老朽化が課題である。
　このため，教育研究所を設配置の最適化に取り組む公共施設マネジメントに位置付け，現在，教育委員
会において，各事業を効果的に実施する観点から施設の今後の在り方について検討している。
　今後は，不登校対策の取り組みなど先進事例等の調査を行うとともに，関連する施設の在り方の検討を
進めていく。
（指導課）

5 鈴木道生議員
（大項目方式）
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教育委員会１０月定例会資料 

１ 

ひたちなか市の不登校の状況について 

教育委員会事務局指導課 

 

１ 不登校児童 

文部科学省は、不登校児童生徒とは「何らのかの心理的、情緒的、身体的あるいは社会的要因・背景

により、登校しないあるいはしたくともできない状況にあるため年間３０日以上欠席した者のうち、病

気や経済的な理由による者を除いたもの」と定義している。 

 

２ 本市の不登校児童生徒数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２８年度までは減少傾向であったが、その後、増加に転じ、コロナ禍の令和３年度からは急増し

ている状況である。臨時休校や学級閉鎖、感染症不安による出席停止扱い等により、児童生徒及び保護

者の欠席に対する意識が変化している。また、令和４年度は臨時休校がなく、授業日数が増加したこと

も要因の一つとして考えられる。 

 

３ １００人当たりの不登校児童生徒数の推移 
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本市の不登校児童生徒数は、全国、県と比較し、低い人数であったが、令和３年度からは急増してお

り、増加率は、全国・県より高くなっている。また、令和４年度の１００人当たりの不登校児童生徒数

は、県を下回っているが、全国よりも高くなっている。 

 

４ 不登校の要因 

小学校 無気力・不安 

40.8％ 

親子の関わり方 

20.4％ 

生活の乱れ、あそび、非行

15.3％ 

中学校 無気力・不安 

51.6％ 

生活の乱れ、あそび、非行 

11.7％ 

学業の不振 

9.0% 

小学校・中学校ともに「無気力・不安」が最も多い。これは全国・県と同じ状況である。その他、小

学校では、「親子の関わり方」「生活の乱れ、遊び、非行」、中学校では、「生活の乱れ、あそび、非行」

「学業の不振」が多くなっている。 

 

 

５ 本市の不登校対策支援 

⑴ 不登校対策支援事業 

① 教育相談員（教員免許状所有者又は臨床心理経験者） 

ア 教育相談 

幼児児童生徒の教育上の諸問題について、来所や電話、メールによる相談及び学校訪問による

相談を通して、不安や悩みをもつ幼児児童生徒及び保護者、教職員からの相談に適切に対応す

る。 

イ 教育支援センター「いちょう広場」 

教育支援センターで心の居場所をつくり、集団への適応力を養う活動等を通して、社会的自立

に向けた支援を行う。 

② 心のサポーター（臨床心理専攻・大学生・大学院生） 

長期欠席傾向の児童生徒に対し、心のサポーターが学校と連携しながら家庭訪問等を実施して、

状況の改善に向けて支援する。 

③ 絆サポーター（教員免許状所有者又は臨床心理経験者） 

絆サポーターを那珂湊中学校に派遣し、学校と連携して那珂湊中学校区内の不登校児童生徒の

再登校及び再発・発生防止に向けて支援する。 

④ 心の教室相談員（教員免許状所有者又は臨床心理経験者） 

いじめや不登校などの問題への対応を図るため、児童生徒や保護者、教職員からの相談にあた

り、未然防止やその解消に努める。 

⑤ 心の教室相談員②【家庭相談員】（社会福祉士又は精神保健福祉士） 

いじめや不登校、暴力行為等の問題行動、貧困、虐待、ネグレクト、保護者の心的な病気など、

複雑化多様化する問題に対して、教育・福祉の両面において、専門的な知識及び経験を有する相談

員を派遣し、問題の背景や原因を見極めたうえで、環境改善や関係機関等とのネットワークを構築

し、学校等と連携した対応により、問題の解決を図る。 
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⑥ いじめ・不登校相談センター「カウンセリングアドバイザー」（臨床心理士又は公認心理師） 

臨床心理士の資格をもつカウンセリングアドバイザーを配置し、いじめや不登校、発達障害によ

る学校不適応等の児童生徒やその保護者、担任等に対して、専門的な見地から助言を行い、早期対

応に努める。カウンセリングアドバイザーと教育研究所の教育相談員、学校に派遣している心の教

室相談員や心のサポーター、絆サポーターとの連携を通して、相談機能の更なる充実を図る。 

 

⑵ 魅力ある学校づくり推進事業 

全小・中・義務教育学校で、全ての児童生徒を対象とした「居場所づくり」や「絆づくり」を進め

ることにより不登校やいじめ等の未然防止につながり、「新たな不登校を出さない」ことを目的とし

た、魅力ある学校づくりの推進をする。 

 

 

６ 文部科学省「誰一人取り残されない学びの保障に向けた不登校対策」（ＣＯＣＯＬＯプラン） 

⑴ 取組強化の方向性 

令和５年３月３１日に不登校児童生徒が増加する中で、文部科学省では「誰一人取り残されない学

びの保障に向けた不登校対策」（ＣＯＣＯＬＯプラン）【資料参照】が取りまとめられ、本プランを踏

まえた不登校対策の速やかな推進が求められている。 

主な取組としては、①～④の４点となっている。 

① 不登校児童生徒が学びたいと思ったときに学べる環境の整備 

仮に不登校になったとしても、小・中・高等学校を通じて、学びたいと思ったときに多様な学び

につながることができるよう、個々のニーズに応じた受け皿を整備。 

ア 不登校特例校（学びの多様化学校）の設置 

不登校児童生徒の実態に配慮した特別の教育課程を編成して、教育課程の基準によらずに特

別の教育課程を編成して教育を実施することができる。 

イ 校内教育支援センター（スペシャルサポートルーム等）の設置 

自分の学級に入りづらい児童生徒について、学校内に落ち着いた空間の中で自分に合ったペ

ースで学習・生活できる環境があれば、学習の遅れやそれに基づく不安も解消され、早期に学習

や進学に関する意欲を回復しやすい効果が期待される。各学校においては、支援スタッフ等の活

用や学校ボランティア等の協力も得つつ、空き教室や空いているスペースを利用する等して、こ

うした機能を有する校内教育支援センター（スペシャルサポートルーム等）を設置することが望

まれる。 

ウ 教育支援センターの支援機能等の強化 

教育支援センターには、不登校児童生徒本人への支援に留まらず、その保護者が必要とする相

談場所や保護者の会等の情報提供や域内の様々な学びの場や居場所につながることができるよ

うにするための支援等を行うことが期待される。 

エ 教室以外の学習等の成果の適切な評価の実施 

不登校により自分の教室で授業を受けられない場合であっても、自宅等において１人１台端

末等を用いて配信された授業を受講する等の支援により、学習の遅れを取り戻すことが期待さ
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れる。また、自宅等においてＩＣＴ等を活用した学習活動については、可能な限り、指導要録上

出席扱いとするとともに、学習評価を行い、その結果を評定などの成績評価に反映することが望

まれる。 

オ 柔軟な学級替えや転校等の対応 

いじめや教員による体罰や暴言等の不適切な言動や指導が不登校の原因となっている場合、

こうした問題の解決に真剣に取り組んだ上で、適切な教育的配慮の下に学級替えや転校の措置

を活用することも可能であり、児童生徒又はその保護者が希望する場合には丁寧な相談を行う

ことが求められる。 

② 不登校児童生徒の保護者への支援 

不登校児童生徒の早期支援のためには、その保護者が悩みを抱えて孤立せず、適切な情報や支援

を得られるようにすることが重要である。このため、教育委員会等において域内の教育支援センタ

ーや相談機関、保護者の会、フリースクール等の民間施設や多様な居場所等に関する相談窓口を設

け、必要な情報を整理し提供することが求められる。 

③ 早期発見・早期支援のための福祉部局と教育委員会との連携強化 

児童生徒の心身の状態の変化の早期発見や、児童生徒や保護者の包括的な早期からの支援のた

め、地方公共団体の福祉部局と教育委員会との連携を強化することが求められる。 

④ 学校の風土の「見える化」 

学校の風土と欠席日数の関連を示す調査研究があり、学校評価の仕組みを活用して、児童生徒の

授業への満足度や教職員への信頼感、学校生活への安心感等の学校風土や雰囲気を把握し、関係者

が共通認識をもって取り組むことにより、安心して学べる学校づくりを進めることが期待される。 

 

 

７ 校内教育支援センターの設置（校内教育支援センター支援員の配置） 

現在、学校ではこの環境を整備するために、保健室や余裕教室等を利用して、授業のない教員や養護

教諭等が学習支援の対応をするなど、各学校で対応している状況である。 

そこで本市では、校内教育支援センターとして、余裕教室等に児童生徒の相談や学習支援を行う校内

教育支援センター支援員を配置し、学校（学級）には登校できない児童生徒に対し、その子に合った支

援をする場所を整備していきたいと考えている。 

これにより、児童生徒や保護者にとっては、 

①学校は家から近く通いやすい場所であること 

②児童生徒が教室に入りにくいと感じたときに気軽に入れる居場所であること 

③校内教育支援センター支援員が常駐するため、児童生徒が信頼感や安心感をもって利用すること

ができること 

等の効果が期待できる。 

また、学校にとっては、 

①教職員にとって、現在、授業のない教員が対応をしている時間の負担軽減を図ることができること 

②支援員が中核となることにより、児童生徒の状況や学習内容を継続的に把握できること 

等、より児童生徒の状況に寄り添った支援が期待できる。 
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本市においては、那珂湊中学校において絆サポーターを校内に配置して、支援を行ってきたところで

ある。更に校内教育支援センターとしての機能を充実・強化させ、モデル校として他の学校にその取組

を広げていきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 教育研究所移転について 

教育研究所は、東石川小学校の旧校舎を活用し、昭和６０年に開所した。現在、建築後６３年が経過

し、施設の老朽化が課題となっている。 

現在、教育研究所では様々な事業が実施されている。主な事業としては、 

○ 「教職員研修」事業 

・教職員の研修の充実を図り、教職員の資質の向上を図る。 

○ 「教育相談」事業 

・幼児・児童生徒の教育上の諸問題について、電話やメール、来所による相談を行う。 

○ 教育支援センター「いちょう広場」 

・心の居場所をつくり、カウンセリングや所外活動などの体験活動を通して社会的自立に向けた支

援を行う。 

等があげられる。 

現在、施設配置の最適化に取り組む公共施設マネジメントを位置付けており、各事業を効果的に実施

する観点から、施設の今後の在り方について検討を重ねている。 

 




